
2016年末〜2018年にかけて
中⼩型株の銘柄選択や
M&Aなどが⽀援材料に

「ロボット・テクノロジー関連株ファンド-ロボテック-」 と「世界株式」のパフォーマンス⽐較

2020年
新型コロナウイルス
感染拡⼤

2018年後半
⽶国の更なる利上げ懸念や
⽶中貿易摩擦をめぐる懸念など

設定当初〜2016年にかけて
ブレグジット（英国のEU離脱懸念）
原油価格の⼤幅下落

2019年
半導体や⽇本の
⾃動化関連銘柄が反発

2020年3⽉下旬以降
テクノロジー関連銘柄が
⼤幅反発

※2015年12⽉7⽇を100として指数化。

ロボット・テクノロジー関連株ファンド－ロボテック－
ロボット・テクノロジー関連株ファンド－ロボテック－（為替ヘッジあり）
ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－（為替ヘッジあり）
ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－
ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎⽉決算／予想分配⾦提⽰型）

ロボテックの⾜元の運⽤状況と今後の⾒通し（2023年12⽉）
〜2024年、ロボット・⾃動化分野の成⻑機会に強気の⾒通し〜

※当資料は、アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。

お伝えしたいポイント

経済指標の軟化による利上げ打ち⽌めへの期待から反発
ロボット・テクノロジー関連株ファンド－ロボテック－（以下、ロボテック）の分配⾦再投資基準価額

は、2023年に⼊り、⾦利上昇を嫌気して⼀時下落する場⾯もありましたが、インフレが鈍化傾向を⽰し、
利上げ打ち⽌めへの期待が⾼まったことにより堅調に推移しています。

2023年12⽉18⽇

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦(税引前)を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。※基準価額の計算におい
て、実質的な運⽤管理費⽤(信託報酬)は控除しています（後述の「ファンドの費⽤」をご覧ください）。※「世界株式」はMSCI ACWI
Indexを使⽤しています。また、当ファンドのベンチマークではありません。円換算は、前営業⽇の指数値に当⽇のわが国の対顧客電信売買相
場の仲値を乗じて算出しています。※上記は過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

（出所）ブルームバーグ

（年/⽉）

（2015年12⽉7⽇（「ロボテック」設定⽇）〜2023年12⽉8⽇）

• インフレ鈍化や利上げ打ち⽌めへの期待から堅調に推移
• 2024年、ロボット・⾃動化分野の成⻑機会について強気の⾒通し維持
• 魅⼒的なファンダメンタルズ
• 政府⽀援策とマクロ環境の改善が追い⾵に
• 技術の発展・イノベーションへの期待

2022年
インフレ懸念等
から調整

2023年1⽉以降
利上げ打ち⽌め期待、
テクノロジー関連銘柄
が反発
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※ 以下のコメントは、アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。
※ 現時点での投資判断を⽰したものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものではありません。

直近6カ⽉（2023年5⽉31⽇〜2023年12⽉8⽇）のグローバル株式市場は、上昇しました。⽶国のイン
フレ鈍化や債務上限問題の解決などを好感し、7⽉下旬にかけて上昇が続きました。しかし、8⽉には、⽶
国の⼒強い経済指標やインフレの⾼⽌まりを受けて⻑期⾦利が上昇したことが嫌気され、軟調に推移する
と、9⽉のFOMC（⽶国連邦公開市場委員会）において政策⾦利の⾒通しが引き上げられ、⾦融引き締め
の⻑期化が意識されたことから⼀段と下落しました。しかし、その後、⽶国雇⽤市場の過熱感が緩和した
ことやインフレが減速したことから利上げサイクルの終了が意識され、11⽉以降は⻑期⾦利の低下が続く
とともに、株式市場は上昇基調で推移しています。

セクター別では、情報技術が⼤きく上昇し、当ファンドにもプラスに貢献しました。AI（⼈⼯知能）が
成⻑ドライバーになっている半導体のNVIDIAが、予想を上回る好調な決算を続けたことも追い⾵になり
ました。

資本財・サービスは上昇していますが、物流・航空・防衛などに関する銘柄がけん引しており、当ファ
ンドが主要投資対象としている⾃動化関連の機械株は、⾦利上昇の影響や中国からの需要減速などの影響
を受け、軟調でした。しかし、⾦利が低下した11⽉以降は概ね反発しています。

ヘルスケアは相対的に低い上昇率となりました。⽶国政府が医療費抑制を進めるとの懸念が嫌気されま
した。また、肥満症治療薬としての需要が拡⼤しているGLP-1受容体作動薬が普及した影響により、幅広
い業種の銘柄が売られる中で、⾎糖値モニタリング装置の需要が落ちるとの懸念からDexcomが⼤きく下
落しました。しかし、経営陣が決算発表で懸念を払拭するコメントをしたことから、11⽉以降は急反発し
ています。

※世界株式・業種別指数・スタイル別指数はMSCI ACWI Index（ドル建て）を使⽤しています。当ファンドのベンチマークではありません。
※「当ファンドで組⼊⽐率の⾼い業種」はGICS11分類による当ファンドの組⼊上位3業種。※上記は過去の実績を⽰したものであり、将来
の成果を⽰唆・保証するものではありません。

世界株式の業種別・スタイル別パフォーマンス

当ファンドで
組⼊⽐率の⾼い業種

（ 2023年5⽉31⽇〜2023年12⽉8⽇）

（出所）ブルームバーグ

インフレ鈍化や利上げ打ち⽌め期待から堅調に推移
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※データは2023年10⽉31⽇時点。
※ロボット戦略はアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式

マザーファンド
※世界株はMSCI ACWI指数を使⽤

（出所）アクサIM、FactSet

2024年、ロボット・⾃動化分野の成⻑機会について強気の⾒通し維持
2023年は⾦利動向の影響を受けやすい環境にありましたが、2024年は、ロボット・⾃動化分野の成⻑

機会について、強気の⾒通しを維持しています。以下、3つのポイントに分けて解説していきます。

低成⻑の中で⾼まるグロース企業の存在感
2024年は成⻑率の鈍化が予想される
売上⾼成⻑率（中央値）の推移2021年から2023年前半は、コロナ禍からの回

復局⾯にあり、市場に成⻑機会が豊富にありまし
た。そのため、本来のグロース企業があまり⽬⽴
たない状況でした。

しかし、2023年後半からは回復が⼀巡し、成
⻑率が鈍化しています。当ファンドでは、構造的
な成⻑トレンドを捉えたグロース企業に投資して
おり、今後、成⻑性の⾼い企業の希少性が⾼まる
ことで、再び投資家の注⽬を集めるようになると
みています。

魅⼒的なファンダメンタルズ１
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※データは2023年9⽉30⽇時点。四半期データを使⽤。
※2023年7-9⽉期以降は予測値。
※MSCI ACWI指数を使⽤。売上⾼成⻑率の中央値を使⽤。
（出所）出所︓アクサIM、FactSet、Bloombergのデータを基に作成。

バリュエーションには割安感も
⼀⽅で、バリュエーションは過去との⽐較では

やや割安感があります。AIをはじめとするイノ
ベーションが今まさに進⾏中で、成⻑期待が⾼い
ことを考えると、魅⼒的な⽔準にあると⾔えます。

ロボット戦略の⾼い利益成⻑率が続くと予想
EPS成⻑率（3-5年予想）

バリュエーションも過去との⽐較で割安
予想PER（12カ⽉先予想）

※データは2023年10⽉31⽇時点。
※ロボット戦略はアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式

マザーファンド
※世界株はMSCI ACWI指数を使⽤

（出所）アクサIM、FactSet
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⽶国製造業の建設投資の推移

政府⽀援策は建設投資から設備投資へ

すでにいくつものプロジェクトが実⾏に移され
ており、半導体やEV・バッテリー⼯場など製造
業の建設投資は急加速しております。

インフラ・建物の建設が終わると、いよいよ⼯
場内への設備投資が始まると考えられるため、今
後は、ロボット・⾃動化分野の需要にも追い⾵が
期待できます。

政府⽀援策とマクロ環境の改善が追い⾵に2

また、2022、2023年と政策⾦利の引き上げが続き、景気の⾒通しに対する先⾏き不透明感が常に伴う
経済環境下にありました。しかし、インフレとの戦いにも⽬処がつき、FRBは2024年中に利下げに転じる
との⾒通しを⽰しています。2024年は緩やかに景気減速するソフトランディングシナリオが優勢になるな
ど、景気の先⾏きがより⾒通しやすい環境になっていることから、循環的な設備投資のサイクルも早晩に
底打ちし、回復に向かうものと考えています。

• 総額約1兆2000億ドルのう
ち約5500億ドルを今後5年
間で、道路・橋梁、旅客鉄道、
⽔道インフラ、ブロードバンド
網、EVインフラの整備などに
充てる。

• 総額約1兆2000億ドルのう
ち約5500億ドルを今後5年
間で、道路・橋梁、旅客鉄道、
⽔道インフラ、ブロードバンド
網、EVインフラの整備などに
充てる。

• 5年間で連邦政府機関の基
礎研究費に約2,000億ドル、
国内の半導体製造能⼒の強
化に約527億ドルを充てる。

• 5年間で連邦政府機関の基
礎研究費に約2,000億ドル、
国内の半導体製造能⼒の強
化に約527億ドルを充てる。

• エネルギー安全保障、気候変
動、医療費補助への取り組み
に重点を置いた法案。

• 3700億ドルをエネルギー安全
保障・気候変動などに充てる。

• エネルギー安全保障、気候変
動、医療費補助への取り組み
に重点を置いた法案。

• 3700億ドルをエネルギー安全
保障・気候変動などに充てる。

インフラ投資・雇⽤法
（法令署名 2021年11⽉）

CHIPSおよび科学法
（法令署名 2022年8⽉）

インフレ抑制法
（法令署名 2022年8⽉）

（出所）⽶国勢調査局
循環的な設備投資サイクルも安定から好転へ

成⻑⼒のある魅⼒的な投資対象に対して、政策⽀援策や循環的な設備投資サイクルなどが今後の追い⾵
になると考えています。
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製造業の建設投資

（億⽶ドル、季節調整済み年率換算）

⽶中貿易摩擦を経て、バイデン政権では、以下3つの法案を成⽴させ、⽶国内での⼯場建設がより魅⼒
的になるよう多額の資⾦を供給しています。
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EVの普及は半導体搭載⾦額を⾼める
⾞1台あたりの半導体搭載⾦額

EV・⾃動運転を⽀える半導体

AIも今後、追い⾵になる分野です。現在は、NVIDIAを中⼼とした半導体の話題が先⾏していますが、
半導体はAI業界のごく⼀部です。現時点において、AI業界の収益の⼤半は、（下図）ピラミッドの底辺に
ある半導体を含むインフラストラクチャーにあると⾔われていますが、AIのテーマが特に⾯⽩くなるのは、
ピラミッドの頂点であるアプリケーション（AI技術を応⽤する分野）が収益化し始めてからです。今後数
年間にわたり、これらの広範な分野への展開が期待されており、ロボット・⾃動化関連分野は、最も⼤き
な恩恵を受ける分野のひとつと⾔えます。

技術の発展・イノベーションへの期待3

製造
品質管理の改善、

予知保全、
プロセスの最適化

製造
品質管理の改善、

予知保全、
プロセスの最適化

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ
コンテンツ推薦、

キャラクターアニメー
ション、⾳楽⽣成

ｴﾝﾀｰﾃｲﾒﾝﾄ
コンテンツ推薦、

キャラクターアニメー
ション、⾳楽⽣成

ヘルスケア
病気の診断、創薬、
患者ケア、画像診断

ヘルスケア
病気の診断、創薬、
患者ケア、画像診断

アプリケーション

テクノロジー
[機械学習 / 深層学習 / 
AIプラットフォーム / ⾳声

認識 / 画像認識]

AI業界のレイヤー 教育
パーソナライズ学習、

知的学習⽀援、
管理業務

教育
パーソナライズ学習、

知的学習⽀援、
管理業務

エネルギー
グリッド管理、
予知保全、

再⽣可能エネルギー
利⽤の最適化

エネルギー
グリッド管理、
予知保全、

再⽣可能エネルギー
利⽤の最適化

輸送
⾃動運転⾞、
物流最適化、

交通管理

輸送
⾃動運転⾞、
物流最適化、

交通管理

農業
精密農業、

作物のモニタリング、
⾃動機械制御

農業
精密農業、

作物のモニタリング、
⾃動機械制御

⼩売
パーソナライズド・
マーケティング、
在庫管理、

顧客体験の向上

⼩売
パーソナライズド・
マーケティング、
在庫管理、

顧客体験の向上

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
脅威検知、ネットワー
クセキュリティ、サイ

バー攻撃へのリアルタ
イム対応

ｻｲﾊﾞｰｾｷｭﾘﾃｨ
脅威検知、ネットワー
クセキュリティ、サイ

バー攻撃へのリアルタ
イム対応

AIのアプリケーション例

インフラストラクチャー
[AI半導体 (GPU、CPUなど) / セ
ンサー / コンピューティング / データ ]

EVや⾃動運転の市場が今後拡⼤することが期
待されていますが、EV・⾃動運転の技術を⽀え
るのが半導体です。

⾃動⾞向け半導体に強いインフィニオン社は、
EV1台あたりに搭載される半導体の⾦額をガソリ
ンなど内燃機関⾞の約1.7倍の1300⽶ドルと⾒積
もっています。さらに、今後、安全性や⾃動運転、
通信などの機能が強化されることで、2030年に
は1台あたりの半導体搭載⾦額は2,000⽶ドルま
で上昇すると予測しています。

当ファンドでは、半導体分野への健全なエクス
ポージャーを有しており、電気⾃動⾞（EV）や
⾃動運転の普及による恩恵を受けるとみています。

最後に3つ⽬のポイントは、技術の発展やイノベーションによる追い⾵です。

AIはインフラからアプリケーションの拡⼤へ。

動⼒・駆動系

その他

2023
内燃機関⾞

（ガソリン、ディーゼル）

2023
EV

2030 予想
EV

その他
~700⽶ドル

内燃機関⾞
1台あたり

~750⽶ドル

動⼒・駆動系
~50⽶ドル

EV1台あたり
~1,300⽶ドル

動⼒・駆動系
~600⽶ドル

EV1台あたり
最⼤2,000⽶ドル

インバーター、DC-
DCコンバータ、バッ
テリー制御システム、
OBC（オンボード
チャージャー）、EV
⽤補助システム など

⾃動運転（ADAS）、
安全性強化、快適性能
向上、通信機能、情報
端末 など

（出所）インフィニオン社 IR資料より

AI業界の構造（イメージ図）
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⾒通し・運⽤⽅針
インフレが鈍化傾向となっていることから、さらなる利上げの可能性は低下しており、リセッションに

陥るリスクも後退していると考えます。依然、緩やかな景気減速が⾒込まれる状況でありますが、企業活
動においては、半導体や⼯作機械受注などで底打ちの兆しがみられていることや、⽶国の政策⽀援策やAI
などの新しいテクノロジーの潮流などにより、ロボット関連産業企業への追い⾵が期待できると考えてい
ます。

また、⽶国の労働市場は、⼀時期の過熱感はなくなったものの、引き続きひっ迫した状態にあり、労働
⼒不⾜と労働コストの上昇は向こう数年にわたって⾃動化需要の⼤きな原動⼒になると考えています。

運⽤チームでは、当ファンドで注⽬する⻑期的な成⻑テーマはより強固になりつつあると考えています。
今後は、産業、ヘルスケア、⾃動⾞、テクノロジー、物流などの幅広い分野でロボット関連技術の導⼊が
加速すると考えており、当ファンドの⾒通しはより良好になったと考えています。

今後も、⻑期的な投資家として、実績の⾼い事業モデルを有し、⼤きなビジネスチャンスがあり、経営
が強固な企業を選別することに注⼒していく⽅針です。このことが、ロボット・⾃動化関連ビジネスにお
ける⻑期的な成⻑機会に投資する上で、正しいアプローチであると確信しています。今後も、成⻑期待の
⾼いロボット関連産業の企業に投資を⾏うことでファンドの成⻑をめざしてまいります。
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※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。※⽐率は、組⼊ファンドの純
資産総額に対するものです。※上記データは、基準価額への反映を考慮して、現地前営業⽇のデータに基づきます。※上記データは、四捨五
⼊の関係で合計の数値と⼀致しない場合があります。※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準
（GICS）によるものです。

＊アクサIM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関投資家専⽤）
投資対象ファンド＊の運⽤状況（基準⽇︓2023年11⽉末）

※以下のファンドの投資対象ファンドです。
ロボット・テクノロジー関連株ファンド－ロボテック－
ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－
ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎⽉決算／予想分配⾦提⽰型）

≪アクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関投資家専用）の運用状況≫ ※比率は、組入ファンドの純資産総額に対するものです。

※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

株式 業種別構成 株式 国・地域別構成

外国株式 アメリカ

日本株式 日本

ドイツ

現金等 オランダ

合計 フランス

台湾

株式 通貨別構成 カナダ

ジャージー

米ドル アイスランド

日本円 その他

ユーロ

台湾ドル

ノルウェー・クローネ

株式 規模別構成

大型株（時価総額100億米ドル超）

中小型株（時価総額100億米ドル以下）

組入上位10銘柄

インテュイティブサージカル アメリカ ヘルスケア機器・サービス

エヌビディア アメリカ 半導体・半導体製造装置

ケイデンス・デザイン・システムズ アメリカ ソフトウェア・サービス

シーメンス ドイツ 資本財

キーエンス 日本 テクノロジー・ハードウェアおよび機器

デクスコム アメリカ ヘルスケア機器・サービス

アマゾン・ドット・コム アメリカ 一般消費財・サービス流通・小売り

アルファベット アメリカ メディア・娯楽

シュナイダーエレクトリック フランス 資本財

ファナック 日本 資本財

2.6%

3.4%

3.8%

4.7%

合計97.0%
規模 比率

77.7%

0.7%

国・地域名

合計36.9%
比率

3.8%

4.2%

19.3%

業種名

3.8%

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス

3.1%

比率

2.4%
1.9%

国・地域名 比率

合計97.0%

0.8%
1.9%

銘柄数

半導体・半導体製造装置

資本財

ヘルスケア機器・サービス

ソフトウェア・サービス

銘柄名

2.6%

比率

2.4%

61.6%

2.8%
2.6%
2.4%

7.2%
15.1%

81.9%

メディア・娯楽

一般消費財・サービス流通・小売り

13.9%

1.5%

25.4%
20.2%

3.0%

合計97.0%

4.8%

13.2%

1.7%

50
3.4%

66.8%
1.2%

3.1%

運輸15.1%
自動車・自動車部品

11.7%100.0%

12.0%

通貨名

42

合計97.0%

8

業種名

資産別構成

比率資産

15.1%
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※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に⼤和アセットマネジメントが作成したものです。※⽐率は、組⼊ファンドの純
資産総額に対するものです。※上記データは、基準価額への反映を考慮して、現地前営業⽇のデータに基づきます。※上記データは、四捨五
⼊の関係で合計の数値と⼀致しない場合があります。※業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準
（GICS）によるものです。

＊アクサIM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家専⽤）
投資対象ファンド＊の運⽤状況（基準⽇︓2023年11⽉末）

※以下のファンドの投資対象ファンドです。
ロボット・テクノロジー関連株ファンド－ロボテック－（為替ヘッジあり）
ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－（為替ヘッジあり）

≪アクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投資家専用）の運用状況≫ ※比率は、組入ファンドの純資産総額に対するものです。

※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するデータ等を基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

株式 業種別構成 株式 国・地域別構成

外国株式 アメリカ

日本株式 日本

ドイツ

現金等 オランダ

合計 フランス

台湾

株式 通貨別構成 カナダ

ジャージー

米ドル アイスランド

日本円 その他

ユーロ

台湾ドル

ノルウェー・クローネ

株式 規模別構成

大型株（時価総額100億米ドル超）

中小型株（時価総額100億米ドル以下）

組入上位10銘柄

インテュイティブサージカル アメリカ ヘルスケア機器・サービス

エヌビディア アメリカ 半導体・半導体製造装置

ケイデンス・デザイン・システムズ アメリカ ソフトウェア・サービス

シーメンス ドイツ 資本財

キーエンス 日本 テクノロジー・ハードウェアおよび機器

デクスコム アメリカ ヘルスケア機器・サービス

アマゾン・ドット・コム アメリカ 一般消費財・サービス流通・小売り

アルファベット アメリカ メディア・娯楽

シュナイダーエレクトリック フランス 資本財

ファナック 日本 資本財

メディア・娯楽

ソフトウェア・サービス

1.9%

比率

テクノロジー・ハードウェアおよび機器

通貨名

3.6%

8

比率

1.5%

業種名

100.0%

15.0%

比率

13.1%
11.6%
3.4%
3.1%

一般消費財・サービス流通・小売り

20.1%
25.3%

15.0%

2.6%

3.4%

3.8%

4.7%
4.2%

61.2%

2.8%
2.6%
2.4%

4.8%

0.8%
1.2%

自動車・自動車部品

7.1%

2.4%

50

合計96.4%

66.3%

13.8%

42

資産別構成

銘柄数

81.4%

合計96.4%

銘柄名

合計36.7%

運輸

比率

3.8%
3.8%

1.8%1.7%

19.2%

国・地域名

半導体・半導体製造装置

2.6%

2.4%

業種名

合計96.4%
規模 比率

77.2%

3.1%

国・地域名

0.7%

合計96.4%

医薬品・バイオテクノロジー・ライフサイエンス比率

資本財

11.9%
15.0%

ヘルスケア機器・サービス

資産
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※ 業種名は、原則としてS&PとMSCI Inc.が共同で作成した世界産業分類基準（GICS）によるものです。
※ 個別企業の推奨を⽬的とするものではありません。

ご参考︓組⼊上位10銘柄のご紹介（2023年11⽉末時点）

組入上位銘柄紹介 ※アクサ・インベストメント・マネージャーズが提供するコメントを基に大和アセットマネジメントが作成したものです。

シーメンス

（ドイツ／資本財）

グローバルに展開するドイツの総合エンジニアリング企業。FA（工場生産の自動化）向けのソフトウェアにおける
リーディング・プロバイダー。１つのシステムですべてのオートメーションのアプリケーションに応えられるソリューション
を提供。今後、工場のスマート化が進むにつれ、需要の拡大が見込まれる。

米国の半導体メーカー。コンピューターのグラフィックス処理や演算処理の高速化を主な目的とするグラフィック
ス・プロセッシング・ユニット(GPU)などのビジュアルコンピューティング技術を提供する。

ケイデンス・デザイン・システムズ

（アメリカ／ソフトウェア・サービス）

米国の半導体開発用ソフトウェアメーカー。半導体企業向けにEDA（半導体や電子機器の設計作業を自動
で行なう）ツール、半導体のIP（半導体を構成する部分的な集積回路資産）を提供し、顧客の設計と開発の
コスト削減、製品を市場投入する時間の短縮などを支援している。

銘柄紹介銘柄名（国・地域名／業種名）

コンピューター導入によるFA（工場生産の自動化）機器用のセンサーや制御・計測機器などの製造を行う。
同社の製品には、光ファイバー・光電子センサー、プログラマブル論理制御（PLC）機器、レーザーマイクロメー
ター、バーコード読み取り機などを含む。部品の欠陥発見や品質管理をするための製品も製造している。

インテュイティブサージカル

（アメリカ／ヘルスケア機器・サービス）

「ダビンチ・システム」という手術用ロボットで有名な同分野の世界的リーダー。優れた3D(三次元)高解像度画
像、高い精度と操作性をもつ手術用ロボットシステムを製造・販売している。より効率的な手術を支援すること
で、合併症や感染症の確率を下げ、手術が患者にとってより負担減となる可能性を提供。

エヌビディア

（アメリカ／半導体・半導体製造装置）

デクスコム

（アメリカ／ヘルスケア機器・サービス）

米国の医療機器メーカー。糖尿病患者向け血糖値モニタリング・システムを設計・開発。血糖値を常時測定
する埋め込み用の小型機器や、指定された間隔で送信される血糖値を読み取るための小型体外受信機な
どを開発。

キーエンス

（日本／テクノロジー・ハードウェアおよび機器）

ファナック

（日本／資本財）

コンピューター導入によるFA（工場生産の自動化）システム・機器や機械工場の自動化のためのロボットなど
のメーカー。同社の製品には、数値制御（NC）装置、サーボモーター、レーザーシステム、ワイヤーカット放電加
工機、産業用ロボット、CNCドリルなどを含む。多岐にわたる市場に産業用ロボットを供給する世界のリーディ
ング企業。

アマゾン・ドット・コム

（アメリカ／一般消費財・サービス流通・小売
り）

オンライン販売会社。幅広い商品の小売を手掛ける。より迅速なサービスを実現するため、2003年に100％
子会社のAmazonRoboticsを設立し、倉庫や配送などのロジスティクス管理において、ロボット・テクノロジーを
活用できるように開発を進めている。ウェブサービス・ビジネスは今後も拡大傾向が続くとみており、成長が期待
される。

アルファベット

（アメリカ／メディア・娯楽）

ウェブベースの検索、広告、地図、ソフトウェア、モバイルオペレーティングシステム、eコマースなどを提供する。
ウェブ検索におけるAI（人工知能）やアプリ技術の先駆者であり、自社のGoogleMaps地図情報を応用した自
動車の自動運転の技術やハードウェアの開発に積極的であり、実験走行でも成功している。

シュナイダーエレクトリック

（フランス／資本財）

エネルギー効率化とオートメーション化に強い電力設備メーカー。設備のみならず、制御機器、ソフトウェアなど
も含めたソリューションも提供している。電気自動車の充電設備などでも存在感を示している。
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基準価額・純資産の推移(2023年12⽉8⽇時点)

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

12,663 円
純資産総額 90億円
基準価額

当初設定⽇（2016年9⽉30⽇）〜2023年12⽉8⽇
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17,081 円
純資産総額 2,315億円
基準価額

当初設定⽇（2015年12⽉7⽇）〜2023年12⽉8⽇
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ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－（為替ヘッジあり）

ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

基準価額・純資産の推移(2023年12⽉8⽇現在)

17,988 円
純資産総額 26億円
基準価額

当初設定⽇（2016年9⽉30⽇）〜2023年12⽉8⽇

0

20

40

60

80

100

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

設定時 19/2/19 21/7/15 23/12/5

純
資
産
総
額
（
億
円
）

基
準
価
額
（
円
）

純資産総額

分配金再投資基準価額

基準価額

基準価額 30,445 円
純資産総額 154億円
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ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎⽉決算／予想分配⾦提⽰型）

※「分配⾦再投資基準価額」は、分配⾦（税引前）を分配時にファンドへ再投資したものとみなして計算しています。
※基準価額の計算において、実質的な運⽤管理費⽤（信託報酬）は控除しています（後述のファンドの費⽤をご覧ください）。
※過去の実績を⽰したものであり、将来の成果を⽰唆・保証するものではありません。

基準価額・純資産の推移(2023年12⽉8⽇現在)

基準価額 10,195 円
純資産総額 13億円
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収益分配⾦に関する留意事項

※上記はイメージであり、実際の分配⾦額や基準価額を⽰唆するものではありませんのでご留意ください。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの目的・特色

ファンドの目的
・日本を含む世界のロボット関連企業の株式に投資し、値上がり益を追求することにより、信託財産の成長をめざします。

ファンドの特色
・日本を含む世界のロボット関連企業の株式に投資します。
・株式の運用は、アクサ・インベストメント・マネージャーズが担当します。
・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－

・毎年 3 月 13 日および 9 月 13 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）

・毎年 3 月 13 日および 9 月 13 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－（為替ヘッジあり）

・毎年 9 月 13 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）

・毎月 13 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－

・毎年 9 月 13 日（休業日の場合翌営業日）に決算を行ない、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。

投資リスク

●当ファンドは、値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、投資元本が保証されているもので
はなく、これを割込むことがあります。信託財産に生じた利益および損失は、すべて投資者に帰属します。投資信託は預貯金とは
異なります。基準価額の主な変動要因は、以下のとおりです。
株価の変動
（価格変動リスク・信用リスク）

株価は、政治・経済情勢、発行企業の業績、市場の需給等を反映して変動します。
発行企業が経営不安、倒産等に陥った場合には、投資資金が回収できなくなることもあり
ます。組入銘柄の株価が下落した場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本
を割込むことがあります。
当ファンドは、特定の業種への投資比率が高くなるため、市場動向にかかわらず基準価額
の変動が大きくなる可能性があります。
新興国の証券市場は、先進国の証券市場に比べ、一般に市場規模や取引量が小さく、
流動性が低いことにより本来想定される投資価値とは乖離した価格水準で取引される場
合もあるなど、価格の変動性が大きくなる傾向が考えられます。

為替変動リスク ・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－
外貨建資産については、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レ
ートの変動の影響を受けます。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円
高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことが
あります。
特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することがあり、先進国と比較して、
相対的に高い為替変動リスクがあります。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）
為替変動リスクの低減を図ります。ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものでは
ありません。
一部の通貨について、為替ヘッジが困難、あるいは、ヘッジコストが過大と判断される際
には、為替ヘッジを行なわないまたは他の通貨で代替した為替取引を行なう場合がある
ため、為替変動の影響を受けることがあります。
なお、為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときに
は、金利差相当分がコストとなり、需給要因等によっては、さらにコストが拡大することも
あります。

14 / 25



※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－（為
替ヘッジあり）

為替変動リスクの低減を図ります。ただし、為替変動リスクを完全に排除できるものでは
ありません。
一部の通貨について、為替ヘッジが困難、あるいは、ヘッジコストが過大と判断される際
には、為替ヘッジを行なわないまたは他の通貨で代替した為替取引を行なう場合がある
ため、為替変動の影響を受けることがあります。
なお、為替ヘッジを行なう際、日本円の金利が組入資産の通貨の金利より低いときに
は、金利差相当分がコストとなり、需給要因等によっては、さらにコストが拡大することも
あります。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）
外貨建資産については、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レ
ートの変動の影響を受けます。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円
高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことが
あります。
特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することがあり、先進国と比較して、
相対的に高い為替変動リスクがあります。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－
外貨建資産については、資産自体の価格変動のほか、当該外貨の円に対する為替レ
ートの変動の影響を受けます。組入外貨建資産について、当該外貨の為替レートが円
高方向に進んだ場合には、基準価額が下落する要因となり、投資元本を割込むことが
あります。
特に、新興国の為替レートは短期間に大幅に変動することがあり、先進国と比較して、
相対的に高い為替変動リスクがあります。

カントリー・リスク 投資対象国・地域において、政治・経済情勢の変化等により市場に混乱が生じた場合、ま
たは取引に対して新たな規制が設けられた場合には、基準価額が予想外に下落したり、
方針に沿った運用が困難となることがあります。
新興国への投資には、先進国と比べて大きなカントリー・リスクが伴います。

その他 解約資金を手当てするため組入証券を売却する際、市場規模や市場動向によっては市
場実勢を押下げ、当初期待される価格で売却できないこともあります。この場合、基準価
額が下落する要因となります。

※基準価額の変動要因は、上記に限定されるものではありません。

その他の留意点
●当ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第 37 条の 6 の規定（いわゆるクーリング・オフ）の適用はありません。
●当ファンドは、大量の解約が発生し短期間で解約資金を手当てする必要が生じた場合や主たる取引市場において市場環境が急変

した場合等に、一時的に組入資産の流動性が低下し、市場実勢から期待できる価格で取引できないリスク、取引量が限られてしまう
リスクがあります。これにより、基準価額にマイナスの影響を及ぼす可能性や、換金の申込みの受付けが中止となる可能性、換金代金
のお支払いが遅延する可能性があります。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

ファンドの費用

（注1）「運用管理費用の配分」には、別途消費税率を乗じた額がかかります。

（注2）「その他の費用・手数料」については、運用状況等により変動するため、事前に料率、上限額等を示すことができません。

※ 購入時手数料について、くわしくは販売会社にお問合わせ下さい。

※ 運用管理費用の信託財産からの支払いは、年1 回決算型は毎計算期間の最初の６か月終了日（休業日の場合翌営業日）および

毎計算期末または信託終了時に行なわれます。年2 回決算型は毎計算期末または信託終了時に行なわれます。毎月決算型は

毎計算期末または信託終了時に行なわれます。

※ 手数料等の合計額については、保有期間等に応じて異なりますので、表示することができません。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

お申込みメモ

購入単位 最低単位を 1 円単位または 1 口単位として販売会社が定める単位
購入価額 購入申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
購入代金 販売会社が定める期日までにお支払い下さい。
換金単位 最低単位を 1 口単位として販売会社が定める単位
換金価額 換金申込受付日の翌営業日の基準価額（1 万口当たり）
換金代金 原則として換金申込受付日から起算して 6 営業日目からお支払いします。
申込受付中止日 ニューヨーク証券取引所、ロンドン証券取引所、ニューヨークの銀行またはロンドンの銀行のいずれかの休業日

（注）申込受付中止日は、販売会社または委託会社にお問合わせ下さい。
申込締切時間 午後 3 時まで（販売会社所定の事務手続きが完了したもの）
換金制限 信託財産の資金管理を円滑に行なうために大口の換金申込みには制限があります。
購入・換金申込受付
の中止および取消し

金融商品取引所等における取引の停止、外国為替取引の停止その他やむを得ない事情（投資対象国に
おける非常事態による市場の閉鎖または流動性の極端な減少ならびに資金の受渡しに関する障害等）が発
生した場合には、購入、換金の申込みの受付けを中止すること、すでに受付けた購入の申込みを取消すこと
があります。

繰上償還 ・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－
◎主要投資対象とするアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関
投資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終
了（繰上償還）させます。
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信
託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）
◎主要投資対象とするアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投
資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了
（繰上償還）させます。
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信
託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－（為替ヘッジあり）
◎主要投資対象とするアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジあり）（適格機関投
資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終了
（繰上償還）させます。
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信
託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）
● 主要投資対象とするアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関
投資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終
了（繰上償還）させます。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

● 次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信
託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－
◎主要投資対象とするアクサ IM・グローバル・ロボット関連株式ファンド（為替ヘッジなし）（適格機関
投資家専用）が存続しないこととなる場合には、受託会社と合意のうえ、信託契約を解約し、信託を終
了（繰上償還）させます。
◎次のいずれかの場合には、委託会社は、事前に受益者の意向を確認し、受託会社と合意のうえ、信
託契約を解約し、繰上償還できます。
・受益権の口数が 30 億口を下ることとなった場合
・信託契約を解約することが受益者のため有利であると認めるとき
・やむを得ない事情が発生したとき

収益分配 ・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－
年 2 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。なお、お取扱い可能な
コースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）
年 2 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。
なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ
下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－（為替ヘッジあり）
年 1 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。
なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ
下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）
年 12 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。
なお、お取扱い可能なコースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ
下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－
年 1 回、収益分配方針に基づいて収益の分配を行ないます。
（注）当ファンドには、「分配金再投資コース」と「分配金支払いコース」があります。なお、お取扱い可能な
コースおよびコース名については異なる場合がありますので、販売会社にお問合わせ下さい。

課税関係 ・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1
日以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 
当ファンドは、2024 年 1 月 1 日以降の NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象とな
る予定ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1
日以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 
当ファンドは、2024 年 1 月 1 日以降の NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象とな
る予定ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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※詳しくは「投資信託説明書（交付目論見書）」をご覧ください。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－（為替ヘッジあり）
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1
日以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 
当ファンドは、2024 年 1 月 1 日以降の NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象とな
る予定ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1
日以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 

・ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年 1 回決算型） －ロボテック（年 1 回）－
課税上は株式投資信託として取扱われます。配当控除、益金不算入制度の適用はありません。
公募株式投資信託は税法上、NISA（少額投資非課税制度）の適用対象であり、2024 年 1 月 1
日以降は一定の要件を満たした場合に NISA の適用対象となります。 
当ファンドは、2024 年 1 月 1 日以降の NISA の「成長投資枠（特定非課税管理勘定）」の対象とな
る予定ですが、販売会社により取扱いが異なる場合があります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。

※税法が改正された場合等には変更される場合があります。
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Material Collection
段落番号・箇条書き テキストボックス

Material Collection
表・グラフ・画像用素材

ディスクレーマー テキストボックス

出所 テキストボックス

表 サンプル

小見出し テキストボックス

図・グラフエリア
コンテンツエリア

0.6 0.68.8 8.87.07.0

あいさつ文用テキストボックス（上余白0.7）

URL https://www.daiwa-am.co.jp/   お問合わせ 0120-106212 (受付時間 9:00～17:00)

12.7

11.4

当資料のお取扱いにおけるご注意
n当資料は、ファンドの状況や関連する情報等をお知らせするために大和アセットマネジメント株式会
社が作成したものです。

n当ファンドのお申込みにあたっては、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付目論見書）」
の内容を必ずご確認のうえ、ご自身でご判断ください。

n投資信託は値動きのある有価証券等に投資しますので、基準価額は大きく変動します。したがって、
投資元本が保証されているものではありません。信託財産に生じた利益および損失はすべて投資者に
帰属します。投資信託は預貯金とは異なります。

n投資信託は預金や保険契約とは異なり、預金保険機構・保険契約者保護機構の保護の対象ではありま
せん。証券会社以外でご購入いただいた投資信託は投資者保護基金の対象ではありません。

n当資料は信頼できると考えられる情報源から作成しておりますが、その正確性・完全性を保証するも
のではありません。運用実績などの記載内容は過去の実績であり、将来の成果を示唆・保証するもの
ではありません。記載する指数・統計資料等の知的所有権、その他一切の権利はその発行者および許
諾者に帰属します。また、税金、手数料等を考慮しておりませんので、投資者の皆さまの実質的な投
資成果を示すものではありません。記載内容は資料作成時点のものであり、予告なく変更されること
があります。記載する投資判断は現時点のものであり、将来の市況環境の変動等を保証するものでは
ありません。

n当資料中で個別企業名が記載されている場合、あくまでも参考のために掲載したものであり、各企業
の推奨を目的とするものではありません。また、ファンドに今後組み入れることを、示唆・保証する
ものではありません。

n分配金は収益分配方針に基づいて委託会社が決定します。あらかじめ一定の額の分配をお約束するも
のではありません。分配金が支払われない場合もあります。

（出所）テキストテキスト

（出所）テキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

表・グラフタイトルテキスト

（出所）テキストテキスト
※ディスクレーマーテキストテキスト

（ 20YY年MM月DD日～ 20YY年MM月DD日）

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト
テキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

項目名 項目名 項目名

テキストテキスト テキストテキストテキスト テキストテキストテキスト

テキストテキスト テキストテキスト テキストテキスト

小見出しテキストテキスト

※ディスクレーマーテキストテキスト

（出所）テキストテキスト

1. 箇条書きテキストテキスト

2. 箇条書きテキストテキスト　…

• 箇条書きテキストテキスト

• 箇条書きテキストテキスト　…
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取扱い販売会社

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社愛知銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第12号 ○

株式会社あおぞら銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第8号 ○ ○

株式会社青森銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第1号 ○

株式会社イオン銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第633号 ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社愛媛銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第6号 ○

株式会社沖縄海邦銀行 登録金融機関 沖縄総合事務局長(登金)第3号 ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

岐阜信用金庫 登録金融機関 東海財務局長(登金)第35号 ○

株式会社京都銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社京都銀行
(委託金融商品取引業者
京銀証券株式会社)

登録金融機関 近畿財務局長(登金)第10号 ○ ○

京都信用金庫 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第52号 ○

株式会社熊本銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第6号 ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第56号 ○

株式会社高知銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第8号 ○

埼玉縣信用金庫 登録金融機関 関東財務局長(登金)第202号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第593号 ○ ○

株式会社佐賀銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第1号 ○ ○

株式会社静岡中央銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第15号 ○

株式会社清水銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第6号 ○

株式会社十八親和銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第3号 ○

株式会社十六銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第7号 ○ ○

全国信用協同組合連合会 登録金融機関 関東財務局長(登金)第300号

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第61号 ○

株式会社大東銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第17号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第14号 ○

株式会社筑邦銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第5号 ○

株式会社千葉興業銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第40号 ○

株式会社中京銀行 登録金融機関 東海財務局長(登金)第17号 ○

株式会社筑波銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第44号 ○

株式会社東和銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第60号 ○

株式会社栃木銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第57号 ○

株式会社長野銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第63号 ○

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第5号 ○ ○

広島信用金庫 登録金融機関 中国財務局長(登金)第44号 ○

株式会社福岡銀行 登録金融機関 福岡財務支局長(登金)第7号 ○ ○

株式会社福島銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第18号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

株式会社豊和銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第7号 ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

2023年11月30日　現在

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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取扱い販売会社 2023年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社北洋銀行
(委託金融商品取引業者
北洋証券株式会社)

登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社北陸銀行 登録金融機関 北陸財務局長(登金)第3号 ○ ○

みずほ信託銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第34号 ○ ○ ○

株式会社みちのく銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第11号 ○

株式会社宮崎銀行 登録金融機関 九州財務局長(登金)第5号 ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第12号 ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第3号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

FFG証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第5号 ○ ○

岡三証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第53号 ○ ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第169号 ○

京銀証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第392号 ○

寿証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第7号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第77号 ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第37号 ○

島大証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第6号 ○

十六ＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第188号 ○

荘内証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第1号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

中銀証券株式会社 金融商品取引業者 中国財務局長(金商)第6号 ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○

とちぎんＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第32号 ○

内藤証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第24号 ○ ○

南都まほろば証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第25号 ○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第75号 ○

西村証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第26号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第142号 ○ ○ ○ ○

ほくほくＴＴ証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第24号 ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

松阪証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第19号 ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

三田証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第175号 ○

水戸証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第181号 ○ ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第21号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

リテラ・クレア証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第199号 ○

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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取扱い販売会社 2023年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

株式会社京葉銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第56号 ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第593号 ○ ○

株式会社大光銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第61号 ○

株式会社但馬銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第14号 ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行
(委託金融商品取引業者
北洋証券株式会社)

登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第3号 ○ ○ ○

あかつき証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第67号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

岡三にいがた証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第169号 ○

GMOクリック証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第77号 ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第37号 ○

島大証券株式会社 金融商品取引業者 北陸財務局長(金商)第6号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第142号 ○ ○ ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第21号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（為替ヘッジあり）

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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取扱い販売会社 2023年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第593号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第16号 ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行
(委託金融商品取引業者
北洋証券株式会社)

登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第3号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第37号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第75号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第142号 ○ ○ ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第21号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

ロボット・テクノロジー関連株ファンド －ロボテック－（毎月決算／予想分配金提示型）

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－（為替ヘッジあり）

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。
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取扱い販売会社 2023年11月30日　現在

日本証券業
協会

一般社団法人
金融先物
取引業協会

一般社団法人
日本投資
顧問業協会

一般社団法人
第二種金融商
品取引業協会

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
株式会社SBI証券)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社SBI新生銀行
(委託金融商品取引業者
マネックス証券株式会社)

登録金融機関 関東財務局長(登金)第10号 ○ ○

株式会社関西みらい銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第7号 ○ ○

株式会社埼玉りそな銀行 登録金融機関 関東財務局長(登金)第593号 ○ ○

株式会社仙台銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第16号 ○

株式会社百十四銀行 登録金融機関 四国財務局長(登金)第5号 ○ ○

PayPay銀行株式会社 登録金融機関 関東財務局長(登金)第624号 ○ ○

株式会社北洋銀行 登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社北洋銀行
(委託金融商品取引業者
北洋証券株式会社)

登録金融機関 北海道財務局長(登金)第3号 ○ ○

株式会社山形銀行 登録金融機関 東北財務局長(登金)第12号 ○

株式会社りそな銀行 登録金融機関 近畿財務局長(登金)第3号 ○ ○ ○

岩井コスモ証券株式会社 金融商品取引業者 近畿財務局長(金商)第15号 ○ ○ ○

auカブコム証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社ＳＢＩ証券 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第44号 ○ ○ ○

七十七証券株式会社 金融商品取引業者 東北財務局長(金商)第37号 ○

大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第108号 ○ ○ ○ ○

立花証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第110号 ○ ○

東海東京証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第140号 ○ ○ ○

西日本シティTT証券株式会社 金融商品取引業者 福岡財務支局長(金商)第75号 ○

野村證券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第142号 ○ ○ ○ ○

北洋証券株式会社 金融商品取引業者 北海道財務局長(金商)第1号 ○

松井証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第165号 ○ ○ ○ ○

豊証券株式会社 金融商品取引業者 東海財務局長(金商)第21号 ○

楽天証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長(金商)第195号 ○ ○ ○ ○

販売会社名　(業態別、50音順)
(金融商品取引業者名)

登録番号

加入協会

ロボット・テクノロジー関連株ファンド（年1回決算型） －ロボテック（年1回）－

上記の販売会社は今後変更となる場合があります。また、販売会社によって、新規のご購入の取扱いを行っていない場合や、お申込み
方法・条件等が異なります。くわしくは、販売会社にお問合わせ下さい。

25 / 25


